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① 運営指導での指摘事項はどのようなものがあるか？

令和５・６年度に行った運営指導での指摘のあった事項のうち、主なものを

下表に示しました。

運営指導時の状況 指導内容

　重要事項説明書の内容について、以
下のとおり不十分な箇所がある。

　利用者に対する説明責任として、重要事
項説明書について以下のとおり不十分な箇
所を訂正すること。

①その他の費用の額（通常の事業の実
施地域を超えた場合の交通費及びおむ
つ代）に係る記載について、具体的な
費用等の記載がない。

①その他の費用の額（通常の事業の実施地
域を超えた場合の交通費及びおむつ代）に
ついて、記載すること。

②従業員の勤務体制（常勤・非常勤の
別）について、実態に即した記載に
なっていない。

②従業員の勤務体制（常勤・非常勤の別）
について、実態に即した記載とすること。

【
重
要
事
項
説
明
書
】

【
運
営
】

【具体的取扱方針】
・緊急やむを得ない場合に身体的拘束
その他利用者の行動を制限する行為
（以下｢身体的拘束等｣という。）を行
う場合に記録するべき様式を定めてい
ない。
　なお、聴き取りにより、これまで身
体的拘束等を行う様な事例はなく、実
際に身体拘束等を行う際にはカルテに
必要な項目等を記載するとのこと。

・身体的拘束については、当該利用者の状
況から切迫性、一時性、非代替性（緊急や
むを得ず身体的拘束を行う場合の三要件）
を検討した結果、当該利用者又は他の利用
者等の生命または身体を保護するために緊
急やむを得ず実施するものであることを踏
まえ、以下のとおり不十分な点を改善する
こと。

　緊急やむを得ず身体的拘束等を実施する
場合には、その態様及び時間、その際の利
用者の心身の状況、緊急やむを得ない理由
を記録しなければならない。
　また、「緊急やむを得ない場合」に該当
するか否かについては、身体的拘束等の実
施中は常に観察及び再検討を行い、要件に
該当しなくなった場合は直ちに解除しなけ
ればならない。
　よって、経過観察の記録等においては、
身体的拘束等を実施する都度、その態様及
び時間、その際の利用者の心身の状況だけ
でなく、緊急やむを得ない理由について
も、可能な限り詳細に記録できるよう様式
を定めること。
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運営指導時の状況 指導内容

【勤務体制の確保等】
①一部の職員について、同一法人が運
営する併設の指定（介護予防）訪問リ
ハビリテーション事業所での勤務時間
と、指定（介護予防）通所リハビリ
テーション事業所での勤務時間の合計
で常勤・非常勤の別を判断しており、
指定（介護予防）通所リハビリテー
ション事業所のみでの勤務時間数が、
常勤の従業者が勤務すべき時間に達し
ていない従業者を常勤として記載して
いる。
　また、指定（介護予防）訪問リハビ
リテーション事業所と指定（介護予
防）通所リハビリテーション事業所で
勤務している従業者について、兼務と
記載している。

①指定（介護予防）通所リハビリテーショ
ン事業所のみに従事した勤務時間が常勤の
従業者が勤務すべき時間数に達しない場合
は、非常勤として取り扱うこと。（※）
　また、実態に即した兼務関係に訂正する
こと。

※みなし指定における病院等との兼務の場
合については、４頁をご確認ください。

②介護職員について、医療・福祉関係
の資格を有していないにもかかわら
ず、認知症介護に係る基礎的な研修を
受講させるために必要な措置を講じて
いない。
　なお、聞き取りによると、資格を
持っている者について認知症介護に係
る基礎的な研修を受講する必要がある
と認識していたとのこと。

②介護に関わる全ての者の認知症対応力を
向上させ、認知症についての理解の下、本
人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の
保障を実現していく観点から、全ての（介
護予防）通所リハビリテーション従業者(看
護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専
門員、法第８条第２項に規定する政令で定
める者等の資格を有する者その他これに類
する者を除く。)に対し、認知症介護に係る
基礎的な研修を受講させるために必要な措
置を講じること。

【衛生管理等】
・感染症及び食中毒の予防及びまん延
防止のための指針について、平常時の
対策及び発生時の対応が規定されてい
ない。

・感染症及び食中毒の予防及びまん延防止
のための指針には、以下の項目を盛り込む
こと。

・平常時の対策について
・感染症の発生時の対応について

　また、発生時における施設内の連絡体制
や関係機関への連絡体制も整備し、明記す
ること。

【
運
営
】
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運営指導時の状況 指導内容

【事故発生時の対応】
・市に報告が必要な骨折に係る事故が
発生していたにもかかわらず、報告が
されていない事例がある。

・速やかに事故報告書を提出すること。
　また、他に同様の事例がないか自主点検
し、同様の事例があった場合は速やかに事
故報告書を提出すること。
　なお、今後、市に報告が必要な事故が発
生した場合は速やかに報告を行うよう、再
発防止に努めること。

【虐待の防止】
・虐待の防止のための指針について、
作成はあったが内容に不足がある。

・虐待の防止のための指針には、以下の項
目についても漏れなく盛り込むこと。

①事業所における虐待の防止に関する基本
的考え方
②虐待防止検討委員会その他事業所内の組
織に関する事項
③虐待の防止のための職員研修に関する基
本方針
④虐待等が発生した場合の対応方法に関す
る基本方針
⑤虐待等が発生した場合の相談・報告体制
に関する事項
⑥成年後見制度の利用支援に関する事項
⑦虐待等に係る苦情解決方法に関する事項
⑧利用者等に対する当該指針の閲覧に関す
る事項
⑨その他虐待の防止の推進のために必要な
事項

【
報
酬
】

【サービス提供体制強化加算（Ⅰ）】
・加算算定に必要な割合を満たしてい
たことは確認できたが、算定要件であ
る所定の職員の割合が確認できる様式
を作成していない。

・算定要件に定める算定方法により、所定
の割合を算出し、算定結果について任意の
様式で提出すること。

【
運
営
】
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②．勤務形態一覧表作成に係る留意点について

勤務形態一覧表の記載例を以下に示します。

【作成時に誤りが多い点】

・みなし指定の事業所では、病院（診療所、老健、介護医療院）勤務時間と合算した勤

務時間で常勤・非常勤の別を判断します。ただし、勤務時間数及び常勤換算数について

は、サービス提供に従事した時間（病院等の勤務時間を除く）を記載します。

（例）常勤職員の勤務時間が就業規則等で週４０時間とされている場合

・病院の勤務時間：１日４時間、週当たり２０時間

・（介護予防）通所リハビリテーションの勤務時間：１日４時間、週当たり２０時間

⇒勤務時間を合算すると、「１日８時間、週４０時間」であるため「常勤」となる。よ

って、勤務形態は、常勤で兼務の「B」となる。

⇒ただし、勤務時間数は（介護予防）通所リハビリテーションに係る時間のみを記載す

るので、１日あたり４時間の勤務として考え、常勤換算数は「０．５」となる。

（別紙４ー２） （介護予防）通所リハビリテーション事業所

〇〇リハビリテーション

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（令和○年○月分） 2 単位目

勤務 第　１　週 … 第　４　週 常勤換

職　種 氏　名 1 2 3 4 5 6 … 23 24 25 26 27 28 ４　週　の 週平均の 算後の 備考
形態 日 月 火 水 木 金 … 月 火 火 水 木 金 合計時間数 勤務時間数 人　数

医師 Ｂ 下関　一郎 ① ① ① ① ① … ① ① ① ① ① 160 40 1
〇〇病院院長

兼務

理学療法士 Ｂ 岩国　春子 ① ① ① ① ① … ① ① 64 16 0.4 〇〇病院兼務

作業療法士 Ａ 柳井　夏子 ① 研① ① … ① ① ① 152 38 1

言語聴覚士 Ｃ 山口　雪 ① ① … ① ① 64 16 0.4

計(理学/作業
/言語)

280 70 1.7

看護職員 Ｃ 周南　秋子 ② ② ② … ② ② ② 36 9 0.2

看護職員 Ｄ 防府　冬子 ② ② … ② ② 24 6 0.1

介護職員 Ａ 長門　太郎 ① ① ① ① ① … ① ① ① ① ① 160 40 1

介護職員 Ｃ 下松　花子 ① … ① 32 8 0.2

　　月～土（祝日を除く）

　９時００分から１６時００分まで 運営規程の内容と一致していること

１０名

勤務形態の区分　　Ａ：常勤で専従　　Ｂ：常勤で兼務　　Ｃ非常勤で専従　　Ｄ：非常勤で兼務

　勤務時間の区分　①８：３０～１７：３０　②９：００～１２：００　　　　　　休日：空欄　　

事業所・施設名

単　　位

施設等の区分(該当に○) 病院　　診療所　　老健

勤務時間数

営業日

サービス提供時間

定員 研：研修日

みなし指定では病院
（診療所、老健、介護　　
医療院）勤務時間と合
算した勤務時間数で
常勤・非常勤の判断
をすること。なお、勤
務時間数及び常勤換
算数については、サー
ビス提供に従事した
時間で記載すること。

人員基準上で求められている従業者は全員記載するこ
と。

「Ａ～Ｄ」、「①・②」につ
いても、それらが示す勤
務形態及び勤務時間等
を明記すること。

勤務時間数、休憩
時間の取得等に
ついては労働関係
法規を遵守するこ
と。

管理者が他の事業所の管
理者を兼務する場合は、
その事業所名も記載する
こと。

勤務時間により配置人数が異なる職種があるた
め、外部研修等で事業所内でのサービス提供に
従事しない時間を明確にし、その時間は勤務時
間から除外すること。ただし常勤従業者の場合、
常勤換算数は１ となる。

人員基準で常勤換算が必要
な職種は、小数点第２位切り
捨てで算出すること。

勤務表中において用いる
記号等は、それが何を表す
のか、事業所の従業者の
誰が見ても分かるよう明記
しておくこと。

注）実績が、勤務予定どおりの人員配置
であったかどうかにかかわらず、各サー
ビス提供日において、どの職種をどの従
業者が担当したか、また勤務した時間を
業務日誌等に記録しておくこと。

複数単位ある場合は単位ごとに作成のこと。
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③ 通所リハビリテーション費における所要時間の取扱いについて

今年度より、当日の利用者の心身の状況のみでなく、降雪等の急な気象状況

の悪化等により、実績のサービス提供が計画上の所要時間よりもやむを得ず短

くなった場合にも、計画上の単位数を算定することが可能となりました。

※令和５年度第２回下関市介護保険サービス事業者集団指導１９頁に詳細を掲

載しておりますのでご参照ください。

下記において、今年度実際にあった事例について掲載いたしますので、事業

所等で計画上の単位数で算定するか否かの判断をする事案が発生した際に参考

としてください。

なお、計画上の単位数での算定の可否については、明確な基準等がなく、各

事例で個別に判断することになります。事業所での判断が難しい場合は、担当

者へご相談ください。

【利用者の心身の状況等により所要時間が短縮した事例】

〈事例１〉

利用者が認知症による気分の不調や不穏により、送迎時に行き渋りや事業

所へ通う事へ強い拒否感を示したため、時間をおいて再度送迎を行ったこと

によりサービス開始時刻が遅くなった場合

〈事例２〉

送迎予定時間に利用者宅へ行ったが、利用者の準備ができていなかったた

めサービス開始時刻が遅れた場合

〈事例３〉

サービス提供開始後、体調不良により、３０分程度の利用で帰宅した場合

上記、事例１については、認知症等による心身の状況が原因となったもので

あるため、計画上の単位数で算定して差し支えありません。

一方で、事例２については、心身の状況によるものとは言い難いため実績上

の単位数で算定を行ってください。事例３については、３０分のサービス提供

に対応する所要時間がないため、通所リハビリテーション費の算定自体が不可

となります。
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【降雪等の急な気象状況の悪化等により所要時間が短くなった事例】

〈事例１〉

送迎予定時間に利用者宅へ向かったが、大雪等による交通渋滞により事業

所への到着時間が遅れたためサービス開始時刻が遅れた場合

〈事例２〉

サービス開始時刻は通常通りであったが、午後からの大雪等で計画上のサ

ービス終了時間までサービスを提供すると送迎時に事故等、利用者へ危険が

生じる恐れがあるため、利用者の安全を確保するために、早めにサービス提

供を終了し送迎した場合

上記、事例１及び事例２については、実績のサービス提供が天候により、や

むを得ず計画上の所要時間よりも短くなった場合に該当し、計画上の単位数を

算定して差し支えありません。

なお、実績のサービス提供が計画上の所要時間よりもやむを得ず短くなった

場合に、計画上の単位数を算定する際は、以下の点に留意し、適切な取扱いを

お願いいたします。

１．実績のサービス提供時間が計画上のサービス提供時間より大幅に短縮し

た時間となった場合は、計画を変更の上、実績を基に算定してください。

なお、“大幅な短縮”の基準は示されていませんので、各事業所でご判断

ください。通常、通所リハビリテーション計画に位置づけられているサー

ビス内容を達成できる時間区分を設定されていると思いますので、判断の

基準として、それらのサービス内容が実施できない程の短縮であれば、“大

幅な短縮”であると考えます。

２．やむを得ず短くなった理由及び実際のサービス提供時間等について、後

で見返して分かる形（業務日誌等）で記録を残してください。

（参考）

・介護保険最新情報Ｖｏｌ９５２（問２６）

・下関市ＨＰ「通所介護費等における所要時間の取扱いについて」

ＵＲＬ：https://www.city.shimonoseki.lg.jp/soshiki/43/106511.html

https://www.city.shimonoseki.lg.jp/soshiki/43/106511.html
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④ １２月を超えた場合の減算について

これまで指定介護予防訪問リハビリテーション・介護予防通所リハビリテー

ションの利用が１２月を超える場合は、一律減算となっていましたが、令和６

年度制度改正により、条件を満たしている場合は利用が１２月を超えた場合で

も減算にならないこととなりました。変更点に留意し、適切な運営をお願いい

たします。

以下では、今年度あった質問を抜粋して掲載します。

【問１】リハビリテーション会議の参加者について

制度改正により、１２月減算を行わない場合の要件としてリハビリテーショ

ン会議（以下、「会議」とする。）の実施が追加され、会議の構成員として利用

者及びその家族が基本とされているが、３ヶ月毎に家族が会議に参加すること

は容易ではない。会議に関する通知（※）において、「なお、利用者の家族につ

いて、家庭内暴力等により参加が望ましくない場合や、遠方に住んでいる等の

やむを得ない事情がある場合においては、必ずしもその参加を求めるものでは

ないこと。」と記載があるが、開催日を調整し、家族に参加を呼びかけ、家族よ

り「都合により参加できない」と返答があった場合は、「やむを得ない事情」に

該当するのか。

※指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(訪問通所サービス、居宅療養管

理指導及び福祉用具貸与に係る部分)及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関

する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

【回１】

貴見のとおり。

なお、通知(※)には「リハビリテーション会議の開催の日程調整を行ったが、

構成員がリハビリテーション会議を欠席した場合には、速やかに当該会議の内

容について欠席者との情報共有を図ること。」とあるため、ご家族等が参加でき

なかった場合には、会議の内容に関して情報共有を図ること。

なお、１２月を超えた場合の減算についてのＱ＆Ａについては、厚生労働省よ

り多く発出されておりますので、そちらも合わせてご確認ください。
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⑤ 運動器機能向上サービスについて

これまで介護予防通所リハビリテーションの加算の一種であった「運動器機

能向上加算」が基本報酬へ包括され「運動器機能向上サービス」となりました。

運動器機能向上加算の算定要件の多くを引き継いだ形で基本報酬へ包括化さ

れていますが、一部変更点もありますので運動器機能向上サービスの概要を確

認し、適切なサービス提供をお願いいたします。

１．運動器機能向上サービス提供に関しての流れ

①アセスメント

・利用者の運動器機能、利用者のニーズ、サービスの提供に当たって考慮すべきリス

クを利用開始時に把握。

②運動器機能向上計画の作成

・医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、介護職員その他の職種が

共同して作成。

・運動器機能向上サービス提供による効果、リスク、緊急時の対応等を記載。

・利用者にわかりやすい形で説明し同意を得る。

※運動器機能向上計画に相当する内容をリハビリテーション計画の中にそれぞれ記載

する場合は、その記載をもって運動器機能向上計画の作成に代えることが可能。

③サービスの提供及び計画の修正

・計画に基づき、利用者ごとにサービスを提供。

・提供するサービスについては、国内外の文献等において介護予防の観点から有効性

が確認されている等の適切なものとする。

・計画に実施上の問題点（運動の種類・実施頻度の変更の必要性等）があれば直ちに

当該計画を修正する。

・医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士若しくは看護

職員がサービスの提供を行い、利用者の運動器の機能を定期的に記録する。

※介護予防通所リハビリテーションの提供の記録として、運動器機能を定期的に記

載している場合は、当該の記載をもって上記要件を満たす。

④モニタリング

・おおむね１月間ごとに、利用者の短期目標の達成度と客観的な運動器の機能の状況

についてモニタリングを行う。

・利用者毎の運動器機能向上計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて計画の

修正を行う。
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２．運動器機能向上サービスと運動器機能向上加算の違い

前述のように、運動器機能向上サービスの流れ自体は、運動器機能向上加算

と大差はありません。しかし、一点大きな違いとして、運動器機能向上加算で

求められていた、計画の実施期間終了後に事後アセスメントを実施し、その結

果を当該利用者に係る介護予防支援事業者に報告すること及び介護予防支援事

業者が当該報告を踏まえた介護予防ケアマネジメントにより、運動器機能向上

サービスの継続の有無を判断することについては、基本報酬への包括後削除さ

れています。

そのため、従来のように事後アセスメントを実施後、介護予防支援事業者へ

報告し、継続の有無の判断を求める必要はありません。

ただし、介護予防支援事業者への運動器機能向上サービスに関しての報告自

体が必要なくなったわけではなく、サービスの提供の開始時から少なくとも１

月に１回求められている利用者の状態やサービスの提供状況等についての報告

や、リハビリテーション計画に記載したサービスの提供を行う期間が終了する

までに少なくとも１回実施するモニタリングについての報告の際に合わせて運

動器機能向上サービスについての報告も介護予防支援事業者へ行うこととなり

ます。※運動器機能向上サービスのみでの報告ではなく、基本報酬にかかるサ

ービスの一部としての報告となります。

３．運動器機能向上加算の基本報酬包括化による他加算への影響

運動器機能向上加算が基本報酬に包括されたことにより、「選択的サービス複

数実施加算」が廃止され、新たに「一体的サービス提供加算」が設置されまし

た。算定要件に留意し、適正な運営をお願いいたします。

なお、一体的サービス提供加算については、口腔機能向上加算及び栄養改善

加算の算定要件を満たしている旨届出をしており、かつ、栄養改善サービス及

び口腔機能向上サービスを実施している場合に算定できるものになりますが、

口腔機能向上加算又は栄養改善加算と同時算定はできませんのでご留意くださ

い。
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⑥ サービス担当者会議開催時の留意事項について

サービス担当者会議は、居宅サービス計画が利用者にとって適切なものであ

ることを確認し、また、利用者の目標を達成するために、本人、家族、各サー

ビス事業者等のそれぞれの役割分担の確認等を行う場です。

居宅介護支援事業者等と密接な連携を図るためにも、事業所としてサービス

担当者会議の必要性を理解し、居宅介護支援事業所から参加依頼があった際は、

日程の調整がつかない場合を除き、参加いただくようにお願いします。

１．開催場所について

基本的に、利用者の居宅で行われることが多いですが、通所リハビリテーシ

ョン事業所で行うことも差し支えありません。その際は、他の利用者のサービ

ス提供に支障がないよう、サービス提供時間中の機能訓練室及び食堂では実施

されないようお願いします。

２．開催時間について

開催時間については、当該利用者へのサービス提供時間中は認められません。

通所リハビリテーション(注１)は、予め事業所が定めた計画に沿って提供されるも

のです。サービス提供時間中のサービス担当者会議開催は、その利用者に対す

るサービスの中断を意味し、その時点でサービスは終了となります。

ただし、サービス担当者会議を開催する日を予め定め、かつ利用者の同意を

得られるのであれば、例えば１０時から１５時までのサービス提供時間を、会

議が開催される日は１０時から１４時３０分（または１０時３０分から１５時）

に変更したうえで、サービス提供開始前または終了後に開催することは可能と

考えます。この場合、介護報酬については、通所リハビリテーションはサービ

ス担当者会議を除いた時間で請求することになります。

３．参加方法

サービス担当者会議については、各サービスが共通の目標を達成するために

専門的な見地からの意見を得るとともに、利用者の状況等に関する情報を当該

担当間で共有することが重要であるため、サービス担当者会議への参加を基本

とし、やむを得ない場合のみ照会とするようにしてください。
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４．留意事項

通所リハビリテーション(注１)事業所でサービス担当者会議を開催する際には、

２で先述した当該利用者のサービス提供時間に留意するとともに、通所リハ

ビリテーション(注１)事業所の人員配置や提供場所の確保にご留意ください。

なお、生活相談員については、サービス担当者会議への出席時間を確保す

べき勤務延時間数に含めることが可能です。

サービス担当者会議は介護支援専門員が召集し、開催することになってい

ます。事業者の皆様におかれましては、場所・日時の調整について、介護支

援専門員と調整し、通所サービスの中断がないよう十分にご留意ください。

(注１)介護予防通所リハビリテーションを含む
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⑦ 開催が必要な委員会及び研修等について

令和３年度制度改正により、以下３点の取組が義務付けられました。

１．業務継続計画について（計画の策定、委員会及び研修・訓練の実施）

２．衛生管理について（指針の作成、委員会及び研修・訓練の実施）

３．虐待の防止について（指針の作成、委員会及び研修の実施）

※詳細については、令和５年度下関市介護保険サービス事業者集団指導《個別編》４（通

所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション、訪問リハビリテーション、

介護予防訪問リハビリテーション）１３～１５頁をご参照ください。

事業所におかれましては、令和３年度改正時から設けられていた猶予期間よ

りご対応いただいているかと思いますが、今年度の運営指導時において、指摘

事項が多数あった部分であるため、下記に委員会開催や研修等での留意事項に

ついて掲載します。

委員会 指針・計画 研修 訓練

業務継続計画
(BCP)

業務継続計画作
成
(災害・感染症)

年１回以上及び新
規採用時※3

年１回以上※４

感染対策

６月に１回以上※

１.2及び感染症が
流行する時期は
必要に応じて

指針整備
年１回以上及び新
規採用時

年１回以上

虐待防止
定期的※1.2

(指針等に定める
頻度)

指針整備
年１回以上及び新
規採用時

※２ テレビ電話装置等を活用して行うことができる。

※３ 感染症の業務継続計画に係る研修については、感染症対策の研修と一体的に実施して差し支えない。

※１ 関係する職種、取り扱う事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場合、一体的
に設置・運営して差し支えない。

※４ 感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症対策の訓練と一体的に実施して差し支えない。ま
た、災害の業務継続計画に係る訓練については、非常災害対策に係る訓練と一体的に実施して差し支えな
い。
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１．研修や訓練の記録を残すこと。（全般）

→研修及び訓練を同日で開催することは差し支えありませんが、研修と訓

練はあくまで別のものであるため、研修と訓練をそれぞれ実施したこと

がわかるように個別での記録をお願いします。（１枚の議事録でまとめる

場合には、研修該当部分及び訓練該当部分が分かるよう記録をお願いし

ます。）

２．感染症に係る業務継続計画については、感染症全般に対応する内容を記

載すること。（業務継続計画）

→厚生労働省が例示しているフォーマットは新型コロナウイルス感染症に

特化したものとなっていますが、既存の感染症または未知の感染症が流

行した場合にも事業の運営が滞りなく行えるよう、感染症全般に対応で

きる内容としてください。

３．委員会構成メンバーの役割や責務について、明確化すること。（虐待の防

止、衛生管理）

→見落とされやすい事項になります。役割や責務について、指針や議事録

などに記載する等、紙面で明確にするようお願いします。

また、この他にも計画や指針（以下、「計画等」とする。）の未策定や計画等

の項目の不足、計画等の内容が事業所の実態に即していないなども散見されま

したので、事業所等の計画等についても見直しをお願いいたします。

なお、業務継続計画の策定及び虐待の防止（指針の作成、研修、委員会）に

ついては、減算規定が設置されているものですので、適切な対応をお願いいた

します。
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